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Ａ．研究目的 

保健サービス（医療やリハビリテーショ

ン、福祉、介護等）への平等なアクセスの保

証は、障害者の基本的な権利の 1 つである

[1]。しかしながら、障害者の保健サービス

へのアクセスは様々な障壁により阻害され、

障害者と健常者の間で格差が生じているこ

とが指摘されている[2-5]。全ての人々の保

健サービスへのアクセスを保証するインク

ルーシブな保健サービス提供体制の構築に

は、アクセスの阻害要因を同定することが

不可欠である。 

令和 4 年度の厚生労働科学行政推進調査

事業費（障害者政策総合研究事業）の分担研

究にて、視覚障害者の生活機能や生活の質

の向上に不可欠な保健サービスである視覚

リハビリテーション（視覚リハ）へのアクセ

スの阻害要因を包括的に探索するためのス

コーピングレビューのプロトコルを報告し

た。視覚障害に着目した理由は、主に 2 つ

ある。1つは、視覚障害は加齢に伴いその有

症率が高まる障害であり、世界有数の高齢

化率である日本にとって、視覚障害者の視

覚リハへのアクセスを保証する体制構築は

重要な健康課題の 1 つである点である[6]。

2つ目は、近年、日本眼科医会が中心となり、

視覚障害者の視覚リハへのアクセスを促す

スマートサイト[7]と呼ばれる活動を展開
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しており、視覚リハへのアクセスの阻害要

因を調査することは時勢に則したテーマで

あると考えたからである。 

本報告では、このスコーピングレビュー

を通して、日本における視覚リハへのアク

セスの阻害要因に関する知見を集め、利用

できる知見を整理する。また、日本と同様に

高齢化の社会課題を抱える東アジア・東南

アジア諸国（East and Southeast Asian 

region; ESEA）における本健康課題に関す

る近年の研究成果と日本のそれの比較し、

日本における本健康課題に関する研究成果

の現状と課題を考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

このスコーピングレビューの詳細なプロ

トコル[8]、ならびに、レビュー結果[9]は、

既に他紙で公表されている。そのため、本稿

では、レビュー方法、ならびに、その結果の

概要を記述する。 

レビュー対象とする論文の取り込み基準

の概要を表 1 に示した。視覚リハへのアク

セス（利用）の阻害要因に関して検討を行っ

ている量的研究・質的研究・混合研究をレビ

ュー対象とした。レビューは、2名の独立し

たレビューアーが実施した。 

取り込み基準に合致した論文から抽出さ

れた阻害要因は、先行研究[10]で報告され

る視覚リハへの阻害要因の分類モデルに準

じ、3つに分類した。1)個人要因（年齢、性

別、経済状況、知識など、個人が有する特徴

や属性など）、2)医療福祉環境要因（視覚を

提供する人的・物理的環境や医療スタッフ

の知識・態度など）、3)社会的要因（地域社

会の文化や常識、偏見など）。 

 

A. 研究結果 

電子データベースを用いた文献検索を行

った結果、2157本の論文がレビュー対象と

なった。2名のレビューアーが、これらの論

文が取り込み基準に該当するか否か、独立

してレビューを行った。その結果、最終的

に、20本の論文が取り込み基準に該当した。 

 

1)日本で実施された研究に関する論文 

 20本の論文の中で、日本で実施された研

究に関する論文は 2本[11, 12]であった。

田中ら[11]は、法改定が視覚リハの利用に

与える影響を、量的手法（単変量解析）を用

いて検討した。その結果、法改定後に相談か

ら視覚リハ利用までの期間が有意に延長し

たことを報告し、法改定が視覚リハへの阻

害要因となることを示唆した。一方、利用料

金の利用者負担額と利用日数、利用期間に

ついては、法改定前後で差が認められなか

ったことを報告した。田中らが検討した法

改定は、先述の視覚リハへの阻害要因の分

類モデルの中の「社会的要因」に分類した。 

また、関根ら[12]は、視覚障害者 18名に

対するインタビュー調査を行い、視覚障害

者が必要な情報にアクセス（収集）する際の

障壁や困難性について質的分析を用いて探

索した。その結果、「福祉用具」や「給付や

給付金」に関する情報へのアクセスの困難

性を見出した。また、この情報へのアクセス

は、個人の能力（スマートフォン等の操作能

力）と医療福祉環境要因（役所の福祉窓口担

当者、役所のホームページなど）が関連して

いることを報告した。 

  

2)日本以外で実施された研究に関する論文 

 20本の論文の中で、日本以外で実施され
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た研究に関する論文は 18本であった。18本

の内、7本が中国、4本がシンガポールで実

施された研究であった。視覚リハとして屈

折矯正の問題を抱える視覚障害者に対する

眼鏡の処方・利用に関する論文が 18 本の内、

17本を占めていた。また、阻害要因として、

個人要因に関する報告を行っていたのが 18

本/18本、医療福祉要因に関する報告を行っ

ていたのが 2 本/18 本、社会的要因に関す

る報告を行っていたのが 1 本/18 本であっ

た。具体的な阻害要因として、年齢（高齢）、

教育歴（低学歴）、経済状況（貧しい）、過去

の眼科サービス利用経験（ない）、そして、

「知識・情報・認識」が視覚リハのアクセス

の阻害要因として報告された。 

  

Ｄ．考察 

 本研究は、渉猟する限り、日本を含む ESEA

の国や地域に着目して視覚リハへのアクセ

スの阻害要因を検討した最初のスコーピン

グレビューである。 

 このスコーピングレビューを通して、日

本における視覚リハへのアクセスの阻害要

因として、法改定や個人の情報機器の操作

能力、役所の福祉サービスの担当者の対応

等が報告されていることが明らかとなった。

その一方で、日本におけるこの健康課題に

関する知見の蓄積は、ESEA の他の国や地域

と比べ、発展途上にあることが明らかとな

った。具体的には、このスコーピングレビュ

ーが日本語の文献を扱う電子データを利用

しているにも拘わらず、レビュー対象とな

った 20本の論文の内、日本の研究成果はわ

ずか 2 本であった。また、日本の論文の中

からは、阻害要因の要因間の交互作用を統

計的に調整し視覚リハへのアクセスへの独

立した関連性を検討する多変量解析を行っ

た報告は見出されなかった。つまり、本健康

課題に関する日本の研究は、質量ともに発

展途上にあることが示唆された。今後、日本

の視覚障害者の視覚リハサービスへのアク

サスを改善するためには、アクセスの阻害

要因を探索する更なる調査研究が必要と考

えられた。 

 

Ｅ．結論 

日本の視覚障害者の視覚リハへのアクセ

スの阻害要因を探索する研究は、質量とも

に発展途上であり、阻害要因を探索する更

なる調査研究が必要である。 
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表 1 スコーピングレビュー 取り込み基準 

対象地域 東アジア・東南アジア諸国 

（中国、日本、韓国、モンゴル、台湾、ボルネオ、ブルネイ、

カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、

フィリピン、シンガポール、タイ、東ティモール、ベトナム） 

対象者 高齢者（50歳以上） 

視覚リハビリテーション 眼疾患や加齢に伴う視覚障害によって生じる障害を軽減する

ための介入と定義する。なお、薬物療法や外科治療は視覚リハ

ビリテーションに含まれないものとする。 

（例 自助具の処方、白杖の処方と使用練習、環境整備等） 

使用言語 日本語または英語 

文献検索に用いる電子デ

ータベース 

MEDLINE(Pubmed)、Web of Science、EBSCO(Academic Search 

Ultimate)、医学中央雑誌 

研究デザイン 量的研究、質的研究、混合研究 

 


